
１ 補正予算議決日

２ 予算規模 単位：千円

当初予算 補正前の額 今回補正額 補正後の額

23,887,000 30,494,423 320,991 30,815,414

100.00% 127.66% 1.34% 129.00%

6,400,153 6,404,843 △ 12,180 6,392,663

100.00% 100.07% -0.19% 99.88%

9,603,121 9,603,121 5,280 9,608,401

100.00% 100.00% 0.05% 100.05%

39,890,274 46,502,387 314,091 46,816,478

100.00% 116.58% 0.79% 117.36%

※企業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額を表示しています。

３ 会計別 単位：千円

会　計　区　分 補正号数 当初予算 補正前の額 今回補正額 補正後の額

一般会計 第10号 23,887,000 30,494,423 320,991 30,815,414
国民健康保険事業特別会計 第3号 4,660,100 4,664,790 △ 4,139 4,660,651
後期高齢者医療特別会計 第1号 1,418,300 1,418,300 △ 732 1,417,568
国民健康保険診療所特別会計 第1号 152,500 152,500 △ 7,309 145,191
病院事業会計 第1号 4,721,494 4,721,494 5,280 4,726,774

総　　　　　計 314,091
※企業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額を表示しています。

４ 概要

　令和２年度　愛知県新城市の補正予算案の概要（No.10）　　

令和2年12月18日

会　　計　　区　　分

　今回の補正予算案は、新型コロナウイルス感染症に関する対策及び令和２年人事院勧告や職員の異動等に
伴う人件費の調整を行うとともに、老朽化した公共施設等の維持補修に要する経費、市政各分野において市
民サービスの維持・向上を図るための経費、過年度分収入の精算に伴う経費を措置するために編成した。
　予算補正を行う会計は、５会計である。
・一般会計
・国民健康保険事業特別会計
・後期高齢者医療特別会計
・国民健康保険診療所特別会計
・病院事業会計

一　　　般　　　会　　　計

特　　　別　　　会　　　計

企　　　業　　　会　　　計

総　　　　　　　計
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５ 補正予算の主な内容

（1）一般会計

①歳入歳出予算補正

 ア 歳入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

地方交付税 374,923 地方交付税

374,923 財政課

国庫支出金 90,744

961 こども未来課

国庫補助金

1,276 市民課

86,214 企画政策課

417 福祉課

1,876 都市計画課

県支出金 △ 1,860

731 こども未来課

10,198 農業課

△ 23,701 商工政策課

10,912 森林課

財産収入 3,569

3,569 財政課

寄附金 300

300 健康課

繰入金 △ 317,488

△ 111,910 財政課

△ 200,000 財政課

△ 3,834 まちづくり推進課

△ 1,744 企画政策課

諸収入 2,903

1,486 行政課

△ 6 企画政策課

△ 16 まちづくり推進課

642
地域医療支援セン
ター

797 用地開発課

市債 167,900

100 財政課

226,700 財政課

17,700 財政課

△ 76,600 財政課

歳入合計 320,991

主な歳入内容

普通交付税

国庫負担金

児童手当負担金過年度分

戸籍附票システム改修補助金

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨
時交付金

障害者総合支援事業費補助金

社会資本整備総合交付金（住宅・建築物耐
震改修事業）

県負担金

児童手当負担金過年度分

県補助金

農地集積推進事業費補助金

県・市町村新型コロナウイルス感染症対策
協力金交付事業費補助金

県委託金

あいち森と緑づくり事業委託金

財産売払収入

不用物品売払代金

寄附金

保健衛生費寄附金

基金繰入金

財政調整基金繰入金

減債基金繰入金

国際交流基金繰入金

みんなのまちづくり基金繰入金

雑入

電柱等支障移転負担金

新城物産市出店料

自然体験イベント参加料

医療提供体制設備整備交付金

公共補償金

市債

老朽ため池等整備事業

観光施設整備事業

防災行政無線機能強化事業

地方交付税代替臨時財政対策債
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 イ 歳出

単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（議会費）

人件費（議員報酬等） △ 497 議事調査課

人件費（議会費） △ 3,657 秘書人事課

（総務費）

人件費（三役分） △ 1,606 秘書人事課

人件費（一般管理費） 48,913 秘書人事課

△ 国際交流員招致事業 △ 237 まちづくり推進課

△
ニューキャッスル会議共同
声明実現事業

△ 3,597 まちづくり推進課

職員派遣経費（東日本大震
災被災地支援）

△ 159 秘書人事課

普通財産管理事業 291 資産管理室

財産管理一般事務経費 82 財政課

◎
新型コロナウイルス感染症
対策基金積立事業

8,204 財政課

◎
①

会議録作成システム導入事
業

1,868 企画政策課

△ シティプロモーション事業 △ 129 企画政策課

△ 総合戦略推進事業 △ 62 企画政策課

△
若者が活躍できるまち実現
事業

△ 1,358 まちづくり推進課

地域情報通信基盤管理事業 6,370 行政課

交通安全対策事業 571 行政課

地域集会施設移管事業 1,046 資産管理室

△
中学校被災地交流事業（千
郷）

△ 205 自治振興課

△ 地域人材育成事業（千郷） △ 401 自治振興課

△ 多世代交流事業（東郷） △ 497 自治振興課

△ 移住定住促進事業（東郷） △ 821 自治振興課

△
ネットワークづくり事業
（舟着）

△ 160 自治振興課

△
地域人材育成事業（鳳来南
部）

△ 207 自治振興課

△
地域人材育成事業（鳳来東
部）

△ 563 自治振興課

△
つくでっ子元気事業（作
手）

△ 720 自治振興課

人件費（税務総務費） 1,495 秘書人事課

人件費（戸籍住民基本台帳
費）

△ 4,266 秘書人事課

戸籍住基管理事業 1,276 市民課

人件費（選挙管理委員会
費）

△ 5,027 秘書人事課

人件費（統計調査費） △ 537 秘書人事課

人件費（監査委員費） △ 5,575 秘書人事課

主な事業内容

人事院勧告に伴う議員期末手当の減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告に伴う期末手当の減及び人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

不動産鑑定評価手数料の増

公有財産売却手数料の増

新型コロナウイルス感染症対策基金への積立

AI音声認識システム（会議録作成システム）の導入経費

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

光ファイバーケーブル移設及び引込線設置等委託料の増

JR飯田線本長篠駅前駐輪場の撤去

旧細川小学校敷地の地元移管に向けた測量分筆登記業務委託
料

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

住民基本台帳システム及び戸籍附票システム改修委託料の増

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

◎：新型コロナウイルス感染症緊急対策関連事業
△：新型コロナウイルス感染症の影響により減額する事業
◇：令和2年7月20日付新型コロナウイルス感染症対策について（要望）対応事業
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単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（民生費）

人件費（社会福祉総務費） △ 16,983 秘書人事課

国民年金費 123 保険医療課

生活困窮者自立支援事業 2,770 福祉課

支給決定事業 963 福祉課

障害者虐待防止対策支援事
業

35 福祉課

障害児通所給付事業 4,606 福祉課

△
重症心身障害児等居場所づ
くり事業

△ 308 児童養育支援室

国民健康保険事業特別会計
繰出金

△ 4,139 財政課

人件費（老人福祉費） 19,511 秘書人事課

買い物困難地域対策事業 3,000 高齢者支援課

高齢者生活福祉センター虹
の郷管理事業

954 高齢者支援課

人件費（介護保険事業費） △ 13,766 秘書人事課

後期高齢者医療特別会計繰
出金

△ 4,750 財政課

人件費（児童福祉総務費） 570 秘書人事課

児童福祉一般事務経費 5,368 こども未来課

母子生活支援事業 271 児童養育支援室

児童手当支給事業 609 こども未来課

人件費（保育所費） △ 62,432 秘書人事課

保育所管理事業 2,111 こども未来課

保育所衛生管理事業 418 こども未来課

人件費（おおぞら園費） △ 50 秘書人事課

児童館運営事業 242 こども未来課

人件費（地域子育て支援セ
ンター費）

788 秘書人事課

人件費（生活保護総務費） △ 3,686 秘書人事課

（衛生費）

人件費（保健総務費） 8,437 秘書人事課

◎ 保健センター管理事業 234 健康課 ◇

乳幼児健康診査事業 396 健康課

母と子のすくすく健診事業 182 健康課

休日診療所運営事業 1,320
地域医療支援
センター

夜間診療所運営事業 750
地域医療支援
センター

人件費（訪問看護費） △ 2,594 秘書人事課

人件費（助産所費） 172 秘書人事課

人件費（しんしろ斎苑費） 2,251 秘書人事課

◎ 水道事業会計出資金 3,462 財政課

国民健康保険診療所特別会
計繰出金

△ 10,130 財政課

人件費（清掃総務費） △ 8,920 秘書人事課

主な事業内容

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

過年度分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

過年度分事業費の確定精算に伴う国庫支出金の返還金

障害者自立支援給付支払システム改修委託料

過年度分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

過年度分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う職員給与費等繰出金の減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

移動販売事業車両購入費等補助金

冷凍冷蔵庫の更新

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

療養給付費負担金確定に伴う療養給付費等繰出金の減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

過年度分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

過年度分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

過年度分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

トイレ間仕切り取替（千郷西こども園）
砂場枠取替（千郷中・東郷西こども園）
遊具更新（千郷西こども園）
一輪車練習スタンド購入（鳳来こども園）

給食用調理設備の移設、更新（新城・東郷中・作手こども
園）

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

照明器具取替（たんぽぽ）、遊具更新（鳥原）

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

放送器具購入

母子健康診査システム改修業務委託料

過年度分事業費の確定精算に伴う国県支出金の返還金

オンライン資格確認システムの導入に伴う委託料の増

オンライン資格確認システムの導入に伴う委託料の増

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

新型コロナウイルスの影響による水道料金の減免により減収
した水道料金に対する出資金

人事院勧告及び職員の異動等に伴う繰出金の減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整
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単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

人件費（廃棄物収集処理
費）

△ 3,554 秘書人事課

人件費（クリーンセンター
費）

205 秘書人事課

人件費（し尿処理費） △ 254 秘書人事課

し尿等下水道投入施設管理
事業

9,165 生活環境課

人件費（公害対策費） 1,598 秘書人事課

（労働費）

人件費（労働諸費） 146 秘書人事課

人件費（勤労青少年ホーム
費）

△ 2,390 秘書人事課

勤労青少年ホーム管理事業 988 商工政策課

（農林水産業費）

人件費（農業委員会費） 2,200 秘書人事課

人件費（農業総務費） 5,005 秘書人事課

◎ 新規就農者確保対策事業 2,618 農業課 ◇

人・農地振興事業 10,198 農業課

学童農園山びこの丘管理運
営事業

1,562 農業課

人件費（農業土木費） △ 2,383 秘書人事課

老朽ため池等整備事業 110 農業課

土地改良施設維持管理適正
化事業

2,571 農業課

人件費（林業総務費） 511 秘書人事課

あいち森と緑づくり事業 10,912 森林課

人件費（林業土木費） 566 秘書人事課

（商工費）

人件費（商工総務費） △ 14,110 秘書人事課

◎
愛知県・市町村新型コロナ
ウイルス感染症対策協力金
交付事業

△ 47,399 商工政策課

◎
市新型コロナウイルス感染
症対策協力金交付事業

△ 10,998 商工政策課

◎
②

新型コロナウイルス感染症
対策利子補給基金積立事業

16,000 商工政策課 ◇

観光施設等維持管理事業 3,072 観光課

湯谷温泉配湯事業 3,410 観光課

③ 桜淵公園再整備事業 238,701 観光課

△ ＷＲＣ関連事業 △ 2,025
スポーツツーリ
ズム推進課

（土木費）

人件費（土木総務費） △ 10,788 秘書人事課

人件費（道路橋りょう総務
費）

6,412 秘書人事課

支弁人件費（道路新設改良
費）

556 秘書人事課

国県道関連 797 用地開発課

人件費（都市計画総務費） △ 6,663 秘書人事課

人件費（住宅管理費） △ 134 秘書人事課

主な事業内容

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

下水道使用料の増

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

老朽化による雨漏り修繕

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

新規就農者確保のため新規就農総合ポータルサイトの開設

農地中間管理機構を活用する集落の増加による機構集積協力
金の増

消防用設備修繕

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

事業費の増額に伴う負担金の増

中市場池浚渫工事測量設計委託料

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

事業実施地域調査委託料の増

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

事業完了に伴う減額

事業完了に伴う減額

愛知県融資制度を活用した中小企業者に対し、利子補給を行
うための基金への積立

７月豪雨による被災した鮎滝防護柵の復旧
湯谷園地板敷駐車場区画線設置

配湯タンク移流管取替工事

豊川左岸整備工事

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

一般県道富岡大海線の道路改良に伴う市道付替用地取得に要
する経費

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整
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単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（消防費）

人件費（常備消防費） 8,124 秘書人事課

◎
新型コロナウイルス対策事
業

2,147 消防総務課 ◇

指揮活動事業 217 消防総務課

活動管理事業 1,161 消防総務課

消防庁舎管理事業 1,133 消防総務課

消防車両管理事業 564 消防総務課

消防水利整備事業 2,191 消防総務課

△ 福利厚生・研修事業 951 消防総務課

人件費（非常備消防費） 81 秘書人事課

消防団活動助成事業 2,004 消防総務課

コミュニティ消防セン
ター・消防詰所整備事業

9,721 消防総務課

人件費（災害対策費） △ 11,588 秘書人事課

防災行政無線保守管理事業 16,145 防災対策課

災害対策一般事務経費 660 防災対策課

（教育費）

人件費（事務局費） 10,456 秘書人事課

◎
④

学校情報システム管理事業 70,874 教育総務課 ◇

△ 学事関係事業 △ 630 学校教育課

学校情報システム管理事業 845 教育総務課

人件費（小学校費） △ 2,913 秘書人事課

小学校管理事業 3,937 教育総務課

人件費（中学校費） 3,831 秘書人事課

中学校管理事業 3,316 教育総務課

人件費（社会教育総務費） 5,644 秘書人事課

◎
⑤

青少年健全育成事業 275 生涯共育課 ◇

地域文化広場改修事業 6,709 生涯共育課

文化財保護事業 231 生涯共育課

鳳来寺山歴史文化考証館管
理事業

704 企画政策課

ジオパーク構想推進事業 652 生涯共育課

西部公民館管理運営事業 2,953 生涯共育課

玖老勢コミュニティプラザ
管理運営事業

507 生涯共育課

人件費（保健体育総務費） △ 6,540 秘書人事課

△ 市民スポーツ振興事業 △ 749 生涯共育課

△
鬼久保ふれあい広場管理事
業

△ 407 生涯共育課

健康診断事業 160 教育総務課

人件費（災害分） △ 600 秘書人事課

歳出合計 320,991

主な事業内容

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策物品の購入

緊急消防援助隊出動時の持参食料統一に伴う備蓄品の購入

令和３年度新規採用職員用防火衣の購入

電気設備修繕（消防防災センター・鳳来出張所）

消防車両修繕料の増

防火水槽解体工事（乗本２か所）
防火水槽改修工事（上吉田・竹ノ輪）

令和3年度新規採用職員用被服貸与品の購入
新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

消防団交付金（出動割）の増

火の見櫓撤去工事（富栄）
消防詰所解体工事（的場・寺林・竹ノ輪）

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

中継局発電機取替工事（須長・行者越中継局）

特設公衆電話収容ボックス設置業務委託料

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

GIGAスクール対応大型提示装置（モニター）等の購入

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

不用となったパソコンの廃棄

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

消防用設備等修繕（新城小･千郷小･東郷西小･舟着小･八名小･
庭野小･鳳来寺小･黄柳川小）
屋内消火栓ポンプ取替工事（新城小）

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

消防用設備等修繕（新城中･千郷中･東郷中･八名中）
樹木伐採（東郷中）

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策として、令和３
年１月開催の成人式をライブ配信するための経費

特定天井改修設計業務委託料

市指定史跡 信玄塚の敷地内の立ち枯れした松の伐採

空調設備改修工事

７月豪雨により被災した中央構造線長篠露頭の見学用足場及
び解説看板の復旧

空調設備改修工事

浄化槽修繕

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

新型コロナウイルス感染症の影響により事業を中止、縮小等
したことによる減

オージオメータ（聴力検査用）の更新

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整
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② 繰越明許費補正

追加内容 単位：千円

款 金額

７ 商工費 240,701

８ 土木費 5,379

９ 消防費 15,048

１０ 教育費 70,874

１１ 災害復旧費 148,225

③ 債務負担行為補正

追加内容 単位：千円

④ 地方債補正

 変更内容 単位：千円

補正前 補正後

10,700 10,800

1,900 228,600

35,200 52,900

780,000 703,400

3,163,800 3,331,700

（2）国民健康保険事業特別会計

① 歳入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

繰入金 △ 4,139

△ 4,139 保険医療課

歳入合計 △ 4,139

② 歳出 単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（総務費）

人件費（一般管理費） △ 4,139 秘書人事課

歳出合計 △ 4,139

項 事業名

１ 商工費 桜淵公園再整備事業

４ 都市計画費 土地利用見直し事業

１ 消防費 防災行政無線保守管理事業

１ 教育総務費 学校情報システム管理事業

２ 公共土木施設災害復旧費 現年発生災害復旧事業

事項 期間 限度額

広報しんしろ「ほのか」印刷費 令和３年度 11,616

英語講師派遣委託料 令和３年度 9,072

地域文化広場指定管理委託料 令和３年度 97,800

限度額

老朽ため池等整備事業

観光施設整備事業

防災行政無線機能強化事業

地方交付税代替臨時財政対策債

地方債合計

主な歳入内容

他会計繰入金

職員給与費等繰入金

主な事業内容

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

項目
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（3）後期高齢者医療特別会計

① 歳入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

繰入金 △ 4,750

337 保険医療課

△ 5,087 保険医療課

繰越金 △ 1,146

△ 1,146 保険医療課

諸収入 5,087

5,087 保険医療課

国庫支出金 77

77 保険医療課

歳入合計 △ 732

② 歳出 単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（総務費）

人件費（一般管理費） 212 秘書人事課

後期高齢者医療一般事務経
費

385 保険医療課

（後期高齢者医療広域連合
納付金）

後期高齢者医療広域連合納
付事務事業

△ 1,329 保険医療課

歳出合計 △ 732

（4）国民健康保険診療所特別会計

① 歳入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

県支出金 2,000

2,000 作手診療所

繰入金 △ 10,130 繰入金

一般会計繰入金 △ 10,130 作手診療所

諸収入 321 雑入

321 作手診療所

市債 500

500 作手診療所

歳入合計 △ 7,309

② 歳出 単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（総務費）

人件費（一般管理費） △ 10,069 秘書人事課

◎ 診療事業 2,505 作手診療所 ◇

（医業費）

◎ 診療事業 255 作手診療所 ◇

歳出合計 △ 7,309

主な歳入内容

一般会計繰入金

事務費繰入金

療養給付費繰入金

繰越金

前年度繰越金

雑入

療養給付費負担金精算金

後期高齢者医療制度補助金

高齢者医療制度円滑運営事業費補助金

主な事業内容

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

後期高齢者医療システム改修委託料

過年度納付分保険料等負担金の減

主な歳入内容

県補助金

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対
策等支援事業費補助金

医療提供体制設備整備交付金

市債

診療施設整備事業債

主な事業内容

人事院勧告及び職員の異動等に伴う人件費の調整

オンライン資格確認システム導入委託料及び新型コロナウイ
ルス感染症感染拡大防止対策物品の購入

新型コロナウイルス感染症感染拡大防止対策物品の購入
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③ 地方債補正

 変更内容 単位：千円

補正前 補正後

3,600 4,100

3,600 4,100

（5）病院事業会計

① 収益的収入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

その他補助金 10,703 医事課

収益的収入合計 10,703

② 収益的支出 単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（病院事業費用）

医業費用 5,280 医事課

収益的支出合計 5,280

③ 資本的収入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

国県補助金 14,137 医事課

資本的収入合計 14,137

限度額

診療施設整備事業

地方債合計

主な補正内容

愛知県新型コロナウイルス感染症対策事業補助金等

主な事業内容

オンライン資格確認対応委託料

主な事業内容

愛知県新型インフルエンザ等患者入院医療機関等設備整備費
補助金

項目
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①

会議録作成システムを導入し、

業務改善、働き方改革を推進します

行政のＩＴ化を進めコスト削減を図るため、ＡＩ音声認識システム（会議録作成

システム）及び周辺機器を整備します。

ＡＩ技術を活用し、業務改善、働き方改革を推進していきます。

また、新型コロナウイルス感染拡大の影響により増加するオンライン会議でも使

用可能なマイク・スピーカー等の周辺機器整備をあわせて実施します。

１ 背 景 各種会議の会議録を職員が作成している課は、全体の約８割で

あり、会議録の作成に非常に多くの時間を要している。

２ 効 果 ＡＩ音声認識による自動テキスト化により、会議録作成時間を

大幅に短縮させて、他の業務に注力する時間を増加させること

ができる。

３ 予算概要 会議録システム使用料及び設置諸経費

使用料及び賃借料 ５９４千円

マイク・スピーカー等の周辺機器

備品購入費 １，２７４千円

問合先 企画部企画政策課 課長 杉浦（電話０５３６－２３－７６２０）

新 規

市独自

２款 － １項 － ９目 （企画費）

会議録作成システム導入事業
予算額

１，８６８千円



②

愛知県融資制度を活用された方の利子補給を行うため、

基金を設置し、積立てを行います

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた市内の中小企業者で、愛知県融資制度

を活用された方に対し、その融資制度に応じ最大24か月分の支払い利子額に相当

する額の一部を次年度以降に補助をするため、新型コロナウイルス感染症対応地方

創生臨時交付金を原資として、必要額を基金に積立てします。

1 対象となる融資

①愛知県経済環境適応資金融資制度サポート資金セーフティネット

②愛知県経済環境適応資金融資制度サポート資金経営あんしん

③愛知県経済環境適応資金融資制度サポート資金大規模危機対応

④愛知県経済環境適応資金融資制度新型コロナウイルス感染症対策緊急つなぎ資金

２ 補助金額

・融資制度①～③

融資を受けた日から起算して12か月までの利子支払額の4/5に相当する額

・融資制度④

融資を受けた日から起算して12か月までの利子支払額に相当する額

融資を受けた日から起算して13か月から24か月までの利子支払額の1/2 に

相当する額

３ 基金積立額

①-1 サポート資金セーフティネット4号 2,240千円

①-2 サポート資金セーフティネット5号 1,580千円

② サポート資金経営あんしん 40千円

③ サポート資金大規模危機対応 6,740 千円

④ 新型コロナウイルス感染症対策緊急つなぎ資金 5,400 千円

計 16,000千円

※令和2年9月末までの借入実行額から算出

問合先 産業振興部商工政策課 課長 山口（電話０５３６－２３－７６３４）

新 規

市独自

7款 － １項 － 2目 （商工振興費）

新型コロナウイルス感染症対策
利子補給基金積立事業

予算額

１６，０００千円



③

桜淵公園（豊川左岸側）を再整備します

桜淵公園の魅力や各ゾーンにおける利用の利便性を向上させ、市の主要観光地と

してふさわしい公園にします。

１ 計画契機

平成19年度の市民いこいのプール休止以降、プールの再開や跡地利用につい

ての意見や要望が多く寄せられており、公園全体のビジョンの中でプール跡地の

利活用を含め検討する事が必要となりました。また、公園全体のバリアフリー化

が遅れていることから、ベビーカーや車椅子利用への対応が急務となりました。

このため、桜淵公園が市民の利用とともに、市外から訪れる観光客にもこれま

で以上の利用をいただけ、「新城市の顔」としてふさわしい公園となるよう再整

備を行います。

これまで、プール跡地を大芝生広場へ再整備し、豊川右岸側は主に駐車場の整

備、デッキスロープの整備を行いました。

２ 効果

公園内を散策できるように歩道を整備します。この歩道はベビーカーや車椅子

利用にも対応したものとし、これまで以上に多くの方に親しんでいただく事が可

能となります。

他にも、木かげプラザ前等の駐車場を舗装し、天気に左右されず利用しやすい

駐車場とすることで、利用者の利便性向上を図ります。

３ 事業内容

問合先 産業振興部観光課 課長 加藤（電話０５３６－２３－７６１３）

新 規

７款 － １項 － ３目 （観光振興費）

桜淵公園再整備事業
予算額

２３８，７０１千円

〇園地

散策路整備

〇臨時駐車場

身障者駐車場整備

〇運動広場北側

歩道整備

〇中央広場・木かげプラザ周辺

歩道、舗装、駐車場整備
〇中央広場

舗装整備

〇多目的広場・児童遊具広場

歩道、遊具、舗装整備



④

教育のＩＣＴ化に対応するため、

市内小中学校へ大型モニター等を整備します

学校 ICT環境の充実を図るとともに、新型コロナウイルス感染防止対策として、

教員及び児童生徒間の接触機会を減らしながら、端末での意見交換や情報共有を可

能とするため、大型液晶モニター及び画像転送装置を整備します。

１ 対 象 市内小中学校１９校（小学校１３校、中学校６校）

２ 概 要 大型液晶モニター 小中学校普通教室１３６台

画像転送装置（無線） 小中学校普通教室１３６台

画像転送装置（有線ケーブル） 小中学校特別支援教室４９本

問合先 教育部教育総務課 課長 請井（電話０５３６－２３－７６３３）

新 規

市独自

１０款 － １項 － ３目 （教育指導費）

学校情報システム管理事業
予算額

７０，８７４千円



⑤

成人式をライブ配信します

令和３年１月に文化会館で開催する成人式は、新型コロナウイルス感染症感染防

止対策として、新成人本人以外の入場制限（介助が必要な場合は介助者の入場可）

を行うため、会場に入場できない方がスマートフォンやケーブルテレビなどで式典

の様子を視聴することができるようライブ配信を行います。

１ ライブ配信の方法

・ ＹｏｕＴｕｂｅ配信

・ ケーブルテレビ放映

２ 令和３年新城市成人式の概要

・ 日時 令和３年１月１０日（日）

・ 場所 文化会館大ホール

・ 内容 ① 記念行事（午後１時３０分～午後１時４５分）

スライド“思い出”の上映

② 式典（午後１時４５分～午後２時１５分）

開式、君が代静聴、式辞、来賓紹介、二十歳の灯、誓いの言葉、

閉式

※ 式典の司会進行、君が代のピアノ演奏、二十歳の灯、誓いの言

葉は、新成人代表者が行います。

問合先 教育部生涯共育課 課長 鈴木（電話０５３６－２３－７６３９）

新 規

市独自

１０款 － ４項 － １目 （社会教育総務費）

青少年健全育成事業
予算額

２７５千円


